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ネットユーザーが心底羨ましがる「雪休み」 

報道によると、新疆ウイグル自治区のアルタイ（世界のスキー発祥地といわれる）やウ

ルムチなどでは、2025年 12月 1日から小中学生を対象に連続 5日間の「雪休み」が実施さ

れ、週末と合わせれば最大 9連休となります。これに続き、吉林省は義務教育段階（小一

～中三９年間）の生徒を対象に、2025年 12月 3日から 7日までを「氷雪休み」と定めたと

正式に発表しました。これに対し、多くのネットユーザーが「心の底から羨ましい」と反

響を寄せています。 

アルタイでは、生徒は学生証で無料で公共交通機関を利用し、博物館で氷雪文化を学べ、

入場券無料とスキー用具レンタル料金半額でスキーを楽しみます。この試みは単なる生徒

の休みではなく、家族連れの観光需要が喚起され、ホテルや飲食店、ウィンタースポーツ

関連産業の活性化にもつながります。記事によると、アルタイ行きの航空便や現地ホテル

の予約数が倍増になったそうです。 

吉林省は、氷雪スポーツの普及と発展を推進し、氷雪市場の活性化に努めます。氷雪休

暇期間中、政府に選ばれた 171カ所の観光スポット及び 39カ所のスキー場とスケート場は、

小中学生に対して入場料無料や保護者割引などの優遇政策を実施します。また、学校はい

かなる形式の授業も行わず、書面による宿題も出さず、学生が十分に氷雪休みを楽しめる

よう全力で保障することになりました。 

「私たちのところには雪がないけど、どうすれば？」という声も少なくありません。ネ

ット上で「心の底から羨ましい」と言った人たちは、果たしてあの雪片を羨んでいるので

しょうか？おそらく違います。人々が羨ましく思っているのは、子どもが最もふさわしい

季節に、思い切り故里の風土に飛び込める機会そのものです。昔から「万巻の書を読み、

万里の道を行く」と言いますが、「雪休み」の巧みさは、この「道を行く」機会を季節そ

のものに組み込んだ点にあります。中国はこれほど広いのですから、どの地域にも、それ

ぞれに唯一無二の「季節の暗号」があるはずです。「雪休み」が与える最大の示唆は、ま

さに「その地域の状況に応じた対策をとる」ことです。 

多くのネットユーザーが期待するのは、全国が一斉に「雪休み」を真似することではな

く、それぞれの都市が独自の「特色メニュー」を提示することです。ネットユーザーの「心

の底から羨ましい」という声は、「私たちも、あのような温かみのある、自分たちの都市

だけの贈り物を持つことはできないだろうか」と呼びかけているのです。そんな休みが潤

すのは子ども時代だけではなく、その地域の文化への自信と発展の潜在力でもあるのです。

（キク） 

 

急成長する「チーム型ライブ配信」の衝撃 

最近、ショート動画を見ていると、ひときわ目を引くライブ配信が増えています。小規

模ライブハウス並みの舞台照明の中、複数のダンサーや歌手たちが音楽に合わせて熱気あ

ふれるパフォーマンスを繰り広げる様子です。これが今、現在大きな注目を集める「チー

ム型ライブ配信」（中国語で言う「团播」のこと）です。 

4名から 8名程度のチームを組み、プロ並みのパフォーマンスを披露するライブ配信です。
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最も魅力的な特徴は圧倒的な参加体験にあります。視聴者が数十元（数百円相当）のバー

チャルギフトを贈るだけで、メンバー全員から直ちに感謝の言葉が返ってきます。さらに

数百元から数千元（数千円から数万円相当）の高額バーチャルギフト「大型ロケット」を

贈れば、次に演じる曲目の指名や、メンバーの登場順などを直接指定できるなど、積極的

に関与できる権利を得られます。 

この「インタラクティブと没入感」を極限まで追求した仕

組みは、ライブ配信業のあり方を根本から変えつつあります。

かつては突出したカリスマ性を持つ個人配信者の「偶発的な

成功」に大きく依存していた業界が、組織的なチームワーク

とシステム化された制作プロセスによる「持続可能な成長」

モデルへと移行させつつあります。業界関係者によれば、2025

年現在、このようなチーム型配信を専門的に行うライブルー

ムは、1日あたり 5000～7000室も稼働していると推計されて

います。 

この「チーム型ライブ配信」のブームは、コンテンツの質

に対する競争を激化させ、業界全体の制作水準を引き上げて

います。高品質な配信を維持するためには、当然ながら多額

の投資が不可欠です。専用スタジオ、マルチカメラによる切

り替え技術、流行を反映した舞台セットや衣装・メイク、そ

して運営、ディレクション、振付を担う専門家チームの確保

が必要となります。ある業界関係者は、「配信ルームは画質

を鮮明に保ち、細部まで気を配った演出を実現するためには、

最低でも 10万元（約 200万円）規模の初期投資がスタートラ

インになる」と語ります。 

こうした投資は、品質の「確実性」と「安定性」を確保するために行われます。視聴者

がいつ訪れても高水準パフォーマンスをエンジョイでき、長時間楽しんでもらうことで、

継続的に支援（課金）へと繋げる基盤を築くのです。 

そして、この「確実性」への投資は、驚くべき経済的なリターンを生み出しています。

トップクラスのチーム型ライブ配信ルームでは、視聴者からのギフト収入だけで、一晩に

100 万元（約 2000 万円）以上を稼ぎ出すケースも珍しくありません。そのビジネスモデル

も進化を続け、初期の「ギフト収入単体」から、「ギフト収入」と「ブランドとのマーケ

ティング連携」と「EC（電子商取引）を活用した商品販売」を複合した総合型収益構造へ

と発展しています。 

具体例として、化粧品や日用消費財のブランドが、女性ファン層を抱える男性アイドル

系の配信チームと提携するケースが増えています。パフォーマンスの合間に自然に製品を

登場させ、熱心なファンに向けて効果的なプロモーションと販売を同時に行うことで、新

たなマーケティングとして確立されつつあります。 

このように、チーム型ライブ配信は、単なる新しいエンターテインメントの形を超えて、

視聴者参加型の新しいメディア及び消費のプラットフォームとして急成長しており、デジ

タルエンタメ産業の将来像を大きく描き変える可能性を秘めています。（ハン） 

 

「北京で見た、子どもたちが描く未来」と 

「新潟米 LOVE（10月 11月のイベント報告）」 

 

大家好！（ダージャーハオ！皆様こんにちは！） 

 

報告 

出典：「澎湃新闻」の記事写真 

“团播”「チーム型ライブ配信」のシーン 
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11 月末に北京日本人学校で行われた「（小学部）学習発表会」に参加する機会を得まし

た。この発表会は小学生が学年ごとに、４月からの学習の成果を保護者に向けて発表する

というものです。 

 

テーマは、学習の成果を次の 4つの「LOVE」に掛け合

わせて表現すること。 

 

・自分 LOVE（自分を大切にしよう） 

・家族 LOVE（家族を大切にしよう） 

・友達 LOVE（友達を大切にしよう） 

・住んでいる街 LOVE（住んでいる街を大切にしよう） 

 

 

内容は子どもたちが主体的に考えたもので、劇あり、歌あり、ダンスあり、クイズあり、

大縄跳びあり、マット運動ありと、バリエーション豊か。小さくまとまりがちな私には到

底思いつかない構成で、心から楽しむことができました。 

 

盛りだくさんの内容の中で、特に心に刺さったメッセージを３つご紹介します。 

 

「世界が一つになるまで、ずっと手をつないでいよう」 

「僕らの生まれたこの地球（ほし）に奇跡を起こしてみないか」 

「日中の架け橋に、おれたちはなる！」 

 

その言葉や歌声は、本当に力強く、ピュアで、真っ直ぐに心に響いてきました。 

こうした子どもたちの交流の機会を減らすのではなく、むしろ増やしていくべきだ――そ

の思いを、多くの人と共有したいと強く感じた時間となりました。 

 

 

さて、ここからは新潟米に関連して、２つ報告をします。 

 

①  「日本食品展示・商談会」で新潟米を PR 

 

10月 16日、在中国日本大使館で開催された「日本食品展示・商談会」にブース出展しま

した。このイベントは、日本大使館と北京フード会の共催で、出展者は 50社超、来場者は

なんと 721 人！ 午前 11 時開始、午後 4 時終了という限られた時間でこの人数ですから、

体感的にも大盛況でした。 

来場者がこれほど集まったのは、出展者それぞれが取引先への呼びかけを徹底した結果。

展示会のあるべき姿を体現していたと思います。 

 金杉大使の開会挨拶に始まり、試食提供や中国籍の日本料理シェフによるコンテストな

ど、終始活気に満ちていました。 
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当ブースでは、新潟米の試食を提供。新米は用意できませんでしたが、評価は上々。結

果、50 件を超える購入希望・取引希望が寄せられ、米卸事業者との橋渡しをすることがで

きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 上海「第８回中国国際輸入博覧会（CIIF2025）」での新潟米展示・販売 

 

 11 月５日から 10 日に掛けて上海で開催されたこの大規模展示会（前回実績は、出展社

数：3,496社、意向成約額：800億ドル）に新潟県がブースを構え、新潟市内企業が出展す

るということで、そのサポートに行って参りました。 

 このブース内において、同企業の販売支援を行っている企業が実験的に新潟米の展示、

販売を行ったところ、非常に好評。最終日を待たずに持参した 90袋（2kg/袋）は完売、展

示会終了後も引き合いが続いているとのことです。 

 売価は、日本円で約 4,000 円/2kg と決して安くありませんが、その価値を解ってくれる

方々が確実にいる、新潟米 LOVE、それを確認することができる機会となりました。 
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中国レポート No.111 2025年 12月 

 

 １０月に開かれた中国共産党２０期第４回中央委員総会（４中全会）の主要なテーマは

経済だった。これは当然なことで、コロナ以来落ち込んできた中国経済を何とか立て直さ

ないと社会の治安にも悪影響を与え、「建国１００周年目標」の実現はおぼつかなくなる。

４中全会は党の会議であり、ここでは「党の提案」として経済の方向性を示す。この党が

示した方針を政策として具体化するのは立法府である全国人民代表大会（全人代）であり、

その政策を具体的に実行するのが行政機関としての国務院である。 

これまで中国指導部は一貫して「2つの１００年」を強調してきた。中国共産党創立１０

０周年（２０２１年）と中華人民共和国建国１００周年（２０４９年）だ。党創立１００

周年には「絶対的貧困の撲滅を果たし、小康社会（ややゆとりのある社会）を実現した」

と宣言した。建国１００周年の目標は「近代的社会主義強国の建設」である。この「近代

的社会主義強国」の基準は具体化されていないが、第１段階として２０３５年までに「経

済力、科学技術力、国防力、総合国力、国際的影響力の大幅な飛躍的上昇を実現し、１人

当たりのＧＤＰを中進国の水準に到達させる」（４中全会コミュニケ）と述べている。 

４中全会では２０２６年から２０３０年までの「第１５次５か年計画」（１５・５計画）

についての方針が「党の提案」として提起された。コミュニケは長文だがまとめると以下

の内容である。 

① 質の高い経済発展 

② 科学技術の自主自強 

③ 経済改革の一層の深化 

④ 文明度の向上 

⑤ 国民生活の質的向上 

⑥ 「美しい中国」建設の発展 

⑦ 安全保障体制の向上 

 これは党の「提案」なので具体性に欠けるのは仕方がない。これを見る限り、当面の経

済状況について特別な措置を講ずるような提案はない。特にひどい状態に置かれている不

動産市場について、特別な言及もない。これを当面の経済状況に対する危機感の欠如と言

うか、それとも不況脱出への自信ととるかは、人によって違うだろうが、日本の一部にあ

る「中国経済崩壊論」はあまりにも悲観的で事実に合わない。それほど中国経済は弱くな

い。 

 では現実に足元の経済はどうなっているのだろうか。２０２５年もあとわずかになった

が、第１四半期（１－３月）のＧＤＰ成長率は対前年比＋５．４％、第２四半期（４－６

月）は同＋５．２％、第３四半期（７－９月）は＋４．８％だった。１－９月までの上半

期は同＋５．２％だった。気にかかるのは成長率が下がり気味な事だが、このままで行け

ば通年の成長率は政府目標の＋５．０はクリア出来るだろう。１－９月の主要な経済数値

を見ると以下の通りとなる。 

消費全体は対前年同期比＋２．７％とやや向上したがまだ足りない。直近の消費者物価

指数（ＣＰＩ）は８月が対前年同月比－０．４％、９月が同－０．３％とマイナスだった。

西園寺 一晃先生の 
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１０月は同＋０．２％と４か月振りに上昇したが、これは国慶節（建国記念日）の大型連

休の消費が貢献したためだと思われる。社会消費品小売総額（小売り売上高）は対前年同

期比＋４．５％、内飲食業収入は同＋３．３％、ネット小売額は同＋９．８％だった。昨

年から続いている「買い換え支援」の効果で一部商品の売り上げが大幅に伸びた。例えば

家電・音響機材は同＋２５．３％、家具は同＋２１．３％、通信機器は同＋２０．５％、

文化・事務用品は同＋１９．９％となった。消費には依然として不安材料がある。１つは、

「買い換え支援」が終了した後、消費はまた落ちる可能性がある。もう１つは、政府の「節

約令」の影響である。これは政府が２０２５年５月に出した方針で、政府や党関係者は極

力節約に努め、公費での飲食は控える、必要な飲食では（例えば必要な接待、会議など）

酒類の提供を禁止するなどの措置である。これはあくまで政府関係者（公務員）と党関係

者に対するものだが、一般人や民営企業でも宴会、接待、飲食を自粛する傾向が生まれて

いる。良くも悪くも中国は接待、宴会社会である。接待や宴会が自粛となれば、飲食業界

は大きな痛手を受けるのは必至である。酒類提供禁止令が出て、酒造業界は大きな痛手を

受け、株は大幅に下落した。飲食面でブレーキがかかると、飲食店は売り上げを維持する

ために単価を抑える。飲食店間では激しい競争が起き、単価は下がり、体力のない店は倒

産する。消費者にとっては悪い事ではないが、これが続けばデフレ傾向がさらに強まる。

政府の奨励する消費の拡大と、同じく政府の奨励する節約は相反する。政府にとってはジ

レンマなのである。しかし両方ともやらざるを得ないのが今の経済の現状なのだ。目の前

の不況は、将来に対しての不安材料だ。内需掘り起こしに躍起の政府にとって頭の痛いの

は貯蓄率の上昇だ。財布の紐が固い、余った金は将来に備えて貯金する。これでは消費が

伸びない。家計貯蓄率の推移を見ると、対名目ＧＤＰで、２０２０年が９０％余、２０２

３年が１０９％、２０２４年が１１５％、２０２５年は１２０％に達する見込みだ。因み

に世界の貯蓄率ランキングを見ると（２０２３年）１位が中国、２位がスイス、７位フラ

ンス、９位ドイツ、１７位米国、１８位韓国、２８位英国、２９位日本となっている（GLOBAL 

ＮＯＴＥ）。※ 

１－９月の工業生産増加額（付加価値ベース）は、対前年同期比＋６．２％で健闘した。

製造業では過剰生産、過当競争が大きな問題となっていて、経済全体の不安定性が増大し

ていた。この問題解決に政府が本腰を入れたという事で、製造業全体が少し落ち着いてき

た。それを反映して、これまで過剰生産と過当競争に悩まされてきた太陽光パネル、リチ

ウム電池、自動車部品などの大手企業の株価が上昇している。例えば太陽光パネルの「陽

光電源」の株価は３倍近くに跳ね上がった。ＥＶ向け電池の「恵州億緯鋰能」の株価は約

２倍になった。リチウムイオン電池の「広州天賜高新材料」の株価も２倍を超えた。製造

業の回復は中国経済にとって明るい材料だ。 

不動産市場は依然として真冬の状態が続いている。中国最大手不動産デベロッパーであ

る「万科」の状況が中国不動産の現状を物語っている。万科は「改革開放」の波に乗って

急成長した不動産デベロッパーだ。２０２０年には「フォーチュン・グローバル５００」

に２０８位でランクイン、同じく「フォーブス・グローバル２０００」に９６位でランク

インした。その万科の２０２４年の通期決算は４５０億元（約９０００億円）の赤字だっ

た。２０２５年１－９月の最終損益は２８０億元（約６１００億円）だった。なお不動産
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上場１００社の、１－９月の合計損益は６４７億元（約１兆３６００億円）に上った。１

００社のうち４８社が最終赤字だった。１－９月の新築住宅着工面積は対前年同期比－１

８．３％、新築住宅販売面積は同－５．６％だった。中国は「主要７０都市」の新築価格

の動向を発表しているが、下落傾向は改善されていない。９月の価格下落都市は、８月か

ら６都市増え６３都市となった。これは不動産投資にも反映され、１－９月の不動産投資

は対前年同期比－１３．９％であった。不動産部門への投資は当然減り、減った分が株に

流れている。それに加え、米中対立関係の緩和、政府の過当競争抑制取り組み強化などの

要素が加わり、経済が悪いにも関わらず、株は上昇気味だ。 

投資については、１－９月の固定資産投資（都市部）は対前年同期比－０．５％であっ

た。この内製造業投資は同＋４．０％、インフラ投資は同＋１．１％、不動産投資は同－

１３．９％だった。なお、１－６月の上半期の投資は同＋２．８％だったので、７月以降

は減少している。これまで政府のインフラ投資などが景気の下支えをしてきた。大幅な落

ち込みではないが、このままでは景気浮上に赤信号が灯るので、政府は大規模なインフラ

投資などの対策を講じるだろう。 

内需は依然として振るわないが、外需は上向き加減だ。貿易、特にＧＤＰ成長を支えて

いる輸出は健闘している。１－９月の輸出は対前年同期比＋６．１％。しかし輸入は同－

１．１％だった。具体的に直近の９月を見てみる。輸出総額は３２８６億ドルで同＋８．

３％、７か月連続の伸びである。輸入総額は２３８１億ドルで同＋７．４％、４か月連続

で伸びた。中国は米国の関税攻撃を巧みにかわし、輸出先を多様化する事で輸出を伸ばす

のに成功している。対米輸出は同－２７．０％と引き続き低下しているが、その他の国と

地域に関してはほぼ全て伸ばしている。対ＥＵは同＋１４．２％、対ＡＳＥＡＮ同＋１５．

６％、対香港同＋１９．４％、対インド同＋１４．４％、対台湾同＋１１．０％、対韓国

同＋７．０％、対オーストラリア同＋１０．７％、対日本同＋１．８％などである。特徴

的なのは、まだ絶対量は少ないが、対アフリカ貿易が２０２５年に入り急成長しているこ

とだ。輸出で鉱業、建設、輸送関連などが大幅に伸びている。具体的にはタンカー、乗用

車、自動二輪車、貨物自動車、貨物船、掘削・生産用プラットホーム、鉄・非合金鋼半製

品、リチウム電池、ゴムタイヤなどだ。特に輸送機器はアフリカ全体シェアの２０％を占

めるようになった。これからはアフリカの時代と言われるが、中国は着々と手を打ってい

る。 

１－９月の輸出、直近の９月の輸出は好調であったが、手放しでは喜べない面もある。

９月を見てみると、集積回路は対前年同月比＋３２．７％、ＥＶなど自動車同＋１０．９％、

自動車部品同＋５．２％、プラスチック製品同＋３．８％など伸びた製品は多いが、従来

最大の輸出品目であったＰＣとＰＣ部品は同－０．３％、携帯電話同－１．９％、アパレ

ル関連同－８．０％、家電同－９．７％と下がっている。全体としては健闘しているが、

この輸出の伸びがどこまで続くか、不安定さは隠せない。国内の消費が不十分なので、生

産能力は大きく需要を超える。特に鉄鋼、自動車、家電などは「過剰生産能力」の問題が

顕著だ。内的には過当競争が生まれ、その余剰生産力を輸出という形で外に向ければ、輸

出は増えるが、「デフレ輸出」として諸外国との経済・貿易摩擦の問題が発生する。 

このような状況の中で中国では新語が生まれた。それは「内巻」だ。友人は英語の
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「involution」の訳だと教えてくれた。辞書を引くと「包み込む、もつれる、紛糾する、

複雑にする」と出てきた。つまり過当競争―消耗戦が続けば、業界は乱れ、企業の体力を

損ねると同時に大量の企業が倒産し失業が生まれる。経済全体の不安定化を招き、持続的

発展のブレーキとなる。反対に健全な競争環境を整え、競争しながらも計画的に新産業の

振興、育成に努めれば、中国経済は新たなより高いレベルでの発展を出来るという意味で

ある。確かに幾つかの分野の過当競争は異常だ。例えば自動車、その中でも新エネルギー

車の競争は凄まじく、値下げ競争は自動車業界に混乱をもたらしている。この問題はそう

単純ではない。中国は「社会主義市場経済」という特殊な経済形態の国である。歯止めの

ない競争は「内巻」を招くが、政府の行政指導や計画が強まれば、自由競争は損なわれる。

そうすれば国営企業と民営企業との関係も微妙になる。政府は過剰生産問題に手をこまね

いているわけではない。政府が目指すのは、①製造業のハイテク化加速。過剰分野から最

先端分野への資源再配分。②国内サプライチェーンと中国中心の国際サプライチェーンの

構築。③政府介入の強化による過当競争抑制。④地方の産業政策の統一化。 

唯一の解決策は内需の掘り起こしと新産業の創出である。中国にはまだまだ潜在的需要

は大きい。当面の経済不況と、将来への不安が解消されれば、人々の財布の紐は緩くなる

であろうし、新産業を創出すれば新たな需要と雇用が生まれる。 

不況だとどうしても重苦しい空気になる。最近この重苦しい空気が若干緩和したような

感じがする。それは恐らく米中関係が若干緩和気味だからだろう。米中関係は一時のよう

なギスギスした対立ムードが薄れている。米中の各級接触も増えている。１０月３０日に

は韓国で米中首脳会談が実現し、１１月１０日、米中両国政府はそれぞれ追加関税を引き

下げた。米国は合成麻薬フェンタニルを理由とし、中国に２０％の追加関税を掛けたが、

これを１０％引下げた。中国も米国産大豆などに課していた最大１５％の報復関税を停止

した。１１月２４日、米国トランプ大統領と中国習近平国家主席が電話会談を行った。中

国外交部の毛寧報道官によると、両首脳の電話会談は米国側の要望があり、中国側が受け

入れたと言う。メンツの国中国にとっては心地よい事である。毛寧報道官は「両国の首脳

電話会談は前向きであり、友好的、建設的なものであった」と述べた。米トランプ大統領

も「米中関係は極めて強固」であり、

来年４月の中国への招待を受け入

れたと述べた。米中の競争は長期に

渡るだろう。しかし少なくとも現段

階では、雰囲気的にはかなり緩和さ

れるであろう。 

米中関係と真逆になっているの

は日中関係で、高市首相の「台湾」

発言は大きな波紋を呼んだ。両国間

の様々な交流は中止、延期となって

いる。こういう時は矛盾を拡大させ

ないために、水面下の多様なパイプ

が役割を果たさなければならない

【筆者プロフィール】 

 西園寺 一晃（さいおんじ かずてる）氏 

 １９４４年生まれ 

⚫ 明治の元勲・公爵・首相・枢密院議長である西園 

寺公望氏を曾祖父に持つ。  

⚫ 西園寺公一（きんかず）氏（第一回参議院議員・

日中文化交流協会常任理事）の長男。 

⚫ 北京大学経済学部卒業 

⚫ 朝日新聞社に在籍中は、日中関係の調査研究室長

などを歴任。退職後も中国問題の調査、研究にあ

たる。 

⚫ 現在工学院大学客員教授、北京大学客員教授、伝

媒大学客員教授、北京城市大学客員教授 
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のだが、残念ながら今は水面下のパイプがほとんどない。これは危険な事である。今のと

ころ北京市民は非常に冷静だが、こういう時は何かのきっかけで反日運動が起きるものだ。

非常に心配だ。日本は物価高、実質賃金の低下、人手不足などで悩み、中国はデフレ気味、

内需不足、若年層の失業などの問題で悩んでいる。今こそ互いに不足を補う協力関係が必

要であり、それは大いに可能なのだ。対日関係を重んじる私の友人たちも両国関係の改善

と協力を望んでいる。 

※家計貯蓄率：家計可処分所得から消費支出されずに家計貯蓄に回された額の比率。（止） 

 

西園寺一晃 ２０２５年１１月２７日 

■■お知らせ■■ 
 新潟市の中小企業、団体等が中国国内で経済活動を行うに当たり、様々な支援を行っています。 

お気軽にお問い合せください。 

【住所】中国北京市朝陽区建国門外大街 26 号 長富宮弁公楼 2014 室 

【メールアドレス】bjniigata@niigata-bj.net 

【URL】http://niigata.stars.ne.jp/zh/ 
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